
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 5 年 度 
 

環 境 省  省 庁 別 連 結 財 務 書 類 



連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
令和 5年    
     3月31日

令和 6年    
     3月31日

令和 5年    
     3月31日

令和 6年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金398,960 609,341 19,015 18,703

売掛金 未払費用2,361 792 854 795

有価証券 保管金等355,954 357,980 126,529 131,201

たな卸資産 前受金1,474 1,167 6,985 2,237

未収金 賞与引当金4,558 8,400 2,745 2,887

未収収益 ＰＣＢ基金預り金203 219 23,420 22,485

前払金 退職給付引当金18,156 13,336 22,961 23,672

前払費用 他会計繰入未済金124 285 - 267

貸付金 その他の債務等70 - 179,562 176,463

破産更生債権等 113 170

その他の債権等 887 895

貸倒引当金 △ 1,743 △ 1,736

有形固定資産 674,352 684,836

国有財産等（公共
用財産を除く）

663,850 673,835

土地 487,217 504,019

立木竹 12,415 11,598

建物 63,454 59,768

工作物 78,542 74,457

船舶 15 12

建設仮勘定 22,204 23,977

物品等 負 債 合 計10,502 11,000 382,076 378,713

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞3,123 2,833

その他の投資等 資産・負債差額552 301 1,077,076 1,300,112

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 1,459,152 1,678,825 1,459,152 1,678,825



連結業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)
(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

人件費 36,690 37,798

賞与引当金繰入額 2,696 2,834

退職給付引当金繰入額 1,731 2,547

売上原価 40,567 31,726

補助金等 245,406 303,666

委託費 71,220 62,797

交付金 3,285 3,303

分担金 45 51

拠出金 7,609 7,255

国有資産所在市町村交付金 0 0

一般会計への繰入 1 3

エネルギー対策特別会計への繰入 - 310

労働保険特別会計への繰入 226 233

庁費等 321,332 281,767

その他の経費 72,020 64,247

減価償却費 17,457 16,687

貸倒引当金繰入額 24 48

支払利息 325 301

資産処分損益 2,092 176

減損損失 1,328 904

本年度業務費用合計 824,064 816,663



連結資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)
(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 1,132,589 1,077,076

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 824,064 △ 816,663

Ⅲ　財源 850,842 820,514

　　主管の財源 3,640 6,007

　　配賦財源 592,738 592,234

　　自己収入 159,613 154,073

　　独立行政法人等収入 94,850 68,199

Ⅳ　無償所管換等 △ 859 202,706

Ⅴ　資産評価差額 11,047 15,014

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 △ 92,479 1,463

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 1,077,076 1,300,112



連結区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 4年 4月 1日) (自 令和 5年 4月 1日)
(至 令和 5年 3月31日) (至 令和 6年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 3,835 5,345

配賦財源 592,738 592,234

自己収入 159,578 355,420

独立行政法人等収入 108,450 69,857

貸付金の回収による収入 12 15

有価証券売却等収入 141,302 145,500

その他の投資による収入 0 0

前年度剰余金等受入 330,424 398,959

財源合計 1,336,342 1,567,332

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 41,103 △ 41,876

売上原価 △ 38,413 △ 33,528

補助金等 △ 245,406 △ 303,666

委託費 △ 63,336 △ 54,332

交付金 △ 3,285 △ 3,303

分担金 △ 45 △ 51

拠出金 △ 7,609 △ 7,255

国有資産所在市町村交付金 △ 0 △ 0

一般会計への繰入 △ 1 △ 3

エネルギー対策特別会計への繰入 - △ 43

労働保険特別会計への繰入 △ 231 △ 228

庁費等の支出 △ 323,137 △ 277,884

有価証券の取得による支出 △ 115,399 △ 147,600

その他の支出 △ 81,779 △ 77,688

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 919,750 △ 947,465

(2)施設整備支出

土地に係る支出 △ 193 △ 907

立木竹に係る支出 △ 44 △ 59

建物に係る支出 △ 1,841 △ 775

工作物に係る支出 △ 4,570 △ 3,693

建設仮勘定に係る支出 △ 7,376 △ 757

独立行政法人等における固定資産取得支出 △ 2,886 △ 3,538

施設整備支出合計 △ 16,912 △ 9,731



業務支出合計 △ 936,662 △ 957,197

業務収支 399,679 610,135

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支出 △ 665 △ 790

利息の支払額 △ 61 △ 60

民間出えん金等による収入 8 8

その他の財務収支 - 48

財務収支 △ 718 △ 793

本年度収支 398,960 609,341

翌年度歳入繰入等 398,960 609,341

本年度末現金・預金残高 398,960 609,341



 

 

注 記 

１ 連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等 

独立行政法人等の名称 
出資額 

（百万円） 
出資割合 子会社数 

（独立行政法人）    

国立環境研究所 36,793 100.0% - 

環境再生保全機構 15,954 100.0% - 

（特殊会社）    

中間貯蔵・環境安全事業株式会社環境安全事業勘定 49,065 100.0% - 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社中間貯蔵事業勘定 5,024 100.0% - 

(注) 名称、出資額、出資割合及び子会社数は令和 6 年 3 月 31 日時点によっている。 

２ 出納整理期間における現金の受払いの修正 

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了した後の計

数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていない。このた

め、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年度末に国の会計との

出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行っている。 

  

３ 連結対象法人特有の会計処理の修正の内容 

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映した財

務諸表を作成している。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との会計処理の統

一は行っていないが、以下に記載した連結対象法人の特有の会計処理については、修正を行っている。 

 運営費交付金、補助金等 

連結対象法人において負債計上されている運営費交付金債務、預り施設費、預り補助金等、預り寄附

金、資産見返運営費交付金、資産見返補助金等及び資産見返寄附金は、財源等へ振替えている。 

 法令に基づく引当金等 

法令に基づく引当金等で、負債性が認められないものについては、取崩している。 

 退職給付引当金見返及び賞与引当金見返 

「独立行政法人会計基準」等に基づき資産に計上されている退職給付引当金見返及び賞与引当金見返

並びに当該年度に計上した退職給付引当金見返及び賞与引当金見返に係る収益については、取り消して

いる。 

 減価償却相当累計額等 

「独立行政法人会計基準」等に基づき資本剰余金の減少として計上されている当該年度の減価償却相

当累計額等は、業務費用へ振り替えている。 

 

４ 省庁別財務書類と連結対象法人の会計処理の重要な相違 

 有形固定資産の減価償却方法 

国においては、国有財産について定率法、物品については定額法を採用しているが、連結対象法人は

定額法を採用している。ただし、中間貯蔵・環境安全事業株式会社の機械及び装置については、定率法

を採用している。 

 消費税等 

国の会計及び国立研究開発法人国立環境研究所においては税込処理によっているが、独立行政法人環

境再生保全機構及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社においては税抜処理によっている。 

 

５ 追加情報 

 表示科目の内容（連結対象法人を中心に説明） 

① 連結貸借対照表 



 

 

ア 資産の部 

・「現金･預金」には、日本銀行預金や、連結対象法人が市中銀行に預け入れている預金及び財政融

資資金預託金を計上している。 

・「売掛金」には、中間貯蔵・環境安全事業株式会社における売掛金及び独立行政法人環境再生保全

機構が行っていた建設譲渡事業における割賦譲渡元金を計上している。 

・「有価証券」には、独立行政法人環境再生保全機構及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社（環境安

全事業勘定）における国債、地方債、社債、政府関係機関債等を計上している。 

・「たな卸資産」には、主に中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理事業における

貯蔵品等を計上している。 

・「未収金」には、連結対象法人の通常の業務活動において発生した未収入金、環境省における返納

金債権及び損害賠償金債権等を計上している。 

・「未収収益」には、独立行政法人環境再生保全機構における預金、貸付金、有価証券に係る未収利

息等を計上している。 

・「前払金」には、環境省における繰越事業に係る前払額及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社（中

間貯蔵事業勘定）における物品購入に係る前払額を計上している。 

・「前払費用」には、当期末において、未だ役務の提供がなされていない保険料、賃借料等の既支払

額を計上している。 

・「貸付金」には、前会計年度において、独立行政法人環境再生保全機構における産業廃棄物処理業

者等への貸付金を計上している。 

・「破産更生債権等」には、独立行政法人環境再生保全機構における売掛金、貸付金及び未収金のう

ち、経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権を計上している。 

・「その他の債権等」には、独立の科目で表示しているもの以外の債権等を計上している。 

・「貸倒引当金」には、未収金等に対する貸倒見積額を計上している。 

・「国有財産等（公共用財産を除く）」には、国有財産及び連結対象法人の有形固定資産のうち、公

共用財産及び物品等以外を、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格等を用いて計上している。 

・「土地」には、環境省が保有する新宿御苑等の国民公園及び千鳥ヶ淵戦没者墓苑並びに国立公園内

の環境省所管地等の他、連結対象法人が保有する研究所、事務所敷地等を計上している。 

・「立木竹」には、環境省が保有する国民公園内のサクラ、クロマツ、ユリの木、クスノキ等を計上

している。 

・「建物」には、環境省が保有する国立公園内の博物展示施設（ビジターセンター）、公衆トイレ及

び地方出先機関の事務所建物等の他、連結対象法人が保有する研究所、事務所の建屋等を計上し

ている。 

・「工作物」には、環境省が保有する国立公園内の歩道（木道）、野営場、休憩舎及び標識等の他、

連結対象法人が保有する構築物、建物附属設備を計上している。 

・「船舶」には、主に環境省が保有する九州地方環境事務所の船舶等及び国立研究開発法人国立環境

研究所の船舶等を計上している。 

・「建設仮勘定」には、環境省における会計年度末に未完成の工事に係る前払金相当額等の計上、国

立研究開発法人国立環境研究所における設備更新工事等を計上している。 

・「物品等」には、環境省が保有する官用車、パソコン等の事務用機器等の他、連結対象法人が所有

する機械装置、車両運搬具、工具器具備品等を計上している。 

・「無形固定資産」には、電話加入権、ソフトウェア及び特許権等を計上している。 

・「その他の投資等」には、連結対象法人における敷金・保証金等を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、外国送金取組不足額等に係る未払額や設備未払金等、通常の業務活動において発

生した未払額等を計上している。 

・「未払費用」には、独立行政法人環境再生保全機構における基金勘定における維持管理積立金支払



 

 

利息等を計上している。 

・「保管金等」には、主に独立行政法人環境再生保全機構における預り維持管理積立金（管理型最終

処分場の長期にわたる維持管理の適正を確保するため、最終処分場の管理者に対して埋立終了後

に必要となる維持管理費用をあらかじめ積み立てることを義務づけたもの）を計上している。 

・「前受金」には、主に中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理事業における処理

料金の前受け分を計上している。 

・「賞与引当金」には、会計年度末以降の賞与支給見込額に基づき、会計年度末までの期間に対応す

る金額を計上している。 

・「ＰＣＢ基金預り金」には、中小企業者等が保管するＰＣＢ廃棄物の処理費用の軽減等を目的とし

て、独立行政法人環境再生保全機構において造成された基金を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源、国家公務員災害補償年金に係る引当額を計

上している。 

・「他会計繰入未済金」には、本会計年度において、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進

に関する法律（以下「ＧＸ推進法」という。）」附則 3 条 2 項の規定に基づき一般会計からエネル

ギー対策特別会計のエネルギー需給勘定に繰入れることとされている未済金額を計上している。 

・「その他の債務等」には、独立の科目で表示している債務以外の債務等を計上している。 

② 連結業務費用計算書 

・「人件費」には、職員の給与及び諸手当、賞与、法定福利費、国家公務員共済組合負担金、基礎年

金国家公務員共済組合負担金を計上している。 

・「賞与引当金繰入額」には、賞与支給見込額のうち、当該年度に帰属する額を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「売上原価」には、中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理事業等に係る売上原

価を計上している。 

・「補助金等」には、環境省における決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に該当するもののう

ち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該

当するものを計上している。 

・「委託費」には、環境省及び連結対象法人における補助金等に該当しない対価性のある委託費を計

上している。 

・「交付金」には、公益財団法人核物質管理センターに対して「核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律」に基づいて交付した額を計上している。 

・「分担金」には、環境省における国際再生可能エネルギー機関分担金等を計上している。 

・「拠出金」には、環境省における国際エネルギー機関等拠出金等を計上している。 

・「国有資産所在市町村交付金」には、環境省における国有資産所在市町村交付金を計上している。 

・｢一般会計への繰入｣には、環境省における「退職職員に支給する退職手当支給の財源に充てるた

めの特別会計からする一般会計への繰入に関する法律」第１条の規定に基づく一般会計への繰入

額を計上している。 

・「エネルギー対策特別会計への繰入」には、本会計年度において、ＧＸ推進法附則 3 条 2 項の規定

に基づく一般会計からエネルギー対策特別会計への繰入額を計上している。 

・「労働保険特別会計への繰入」には、環境省における労働保険特別会計に要する費用の財源に充て

るため、労働保険特別会計への繰入額を計上している。 

・「庁費等」には、環境省において一般会計、特別会計における決算書の使途別分類が「物件費」及

び「施設費」に該当するもののうち、他の科目で計上されていないものであって資産計上されて

いないものを計上している。 

・「その他の経費」には、連結対象法人における業務費、一般管理費、その他経費の他、環境省にお

ける一般会計、特別会計における決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの

並びに単独の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している（但し、上記で区分掲載さ



 

 

れたものを除く。）。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費及び国立研究開発法人国立

環境研究所における「独立行政法人会計基準」等に基づき資本剰余金の減少として計上されてい

る当該年度の減価償却相当累計額を計上している。  

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る

額を計上している。  

・「支払利息」には、連結対象法人におけるリース債務に係る利息額及び国立研究開発法人国立環境

研究所における「独立行政法人会計基準」等に基づき資本剰余金の減少として計上されている当

該年度の利息費用相当累計額を計上している。 

・「資産処分損益」には、環境省及び連結対象法人における固定資産の除却損及び売却損を計上して

いる。 

・「減損損失」には、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（環境安全事業勘定）における減損損失額を

計上している。 

③ 連結資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

・「本年度業務費用合計」には、連結業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、弁償及返納金等を計上している。 

・「配賦財源」には、環境省所管歳入歳出決算上の支出済歳出額と収納済歳入額の差額を計上して 

いる。 

・「自己収入」には、環境省における雑収入等を計上している。 

・「独立行政法人等収入」には、連結対象法人における業務活動に伴う収入額を計上している。 

・「無償所管換等」には、環境省における国有財産の無償所管換額、国有財産台帳の誤謬訂正額等を

計上している。 

・「資産評価差額」には、環境省における国有財産の台帳価格の改定に伴う評価差額を計上している。 

・「その他資産･負債差額の増減」には、連結対象法人における上記以外の資産・負債差額の増減を

計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

④ 連結区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、弁償及返納金等を計上している。 

・「配賦財源」には、環境省所管歳入歳出決算上の支出済歳出額と収納済歳入額の差額を計上してい

る。 

・「自己収入」には、環境省における雑収入等を計上している。 

    ・「独立行政法人等収入」には、連結対象法人における業務活動に伴う収入額を計上している（但

し、上記で区分掲載されたものは除く）。 

・「貸付金の回収による収入」には、独立行政法人環境再生保全機構の貸付金の回収額を計上してい

る。 

・「有価証券売却等収入」には、独立行政法人環境再生保全機構の有価証券の当期償還による収入額

を計上している。 

・「その他の投資による収入」には、国立研究開発法人国立環境研究所の敷金返還による収入を計上

している。 

・「前年度剰余金等受入」には、エネルギー対策特別会計の前年度剰余金及び連結対象法人の前期末

現金・預金残高を計上している。前会計年度において経済産業省が支出した消費税のうち、環境

省に本来帰属する 0 百万円について環境省の前年度剰余金から組み替えているため、前会計年度



 

 

の翌年度歳入繰入とは一致しない。 

・「人件費」には、職員の給与及び諸手当、賞与、法定福利費、国家公務員共済組合負担金、基礎年

金国家公務員共済組合負担金に係る支出額を計上している。 

・「売上原価」には、中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理事業等に係る売上原

価を計上している。 

・「補助金等」には、環境省における決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に該当するもののう

ち、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該当

する支出額を計上している。 

・「委託費」には、環境省における補助金等に該当しない対価性のある委託費の支出額を計上してい

る。 

・「交付金」には、公益財団法人核物質管理センターに対して「核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律」に基づいて交付した額を計上している。  

・「分担金」には、環境省における国際再生可能エネルギー機関分担金等の支出額を計上している。 

・「拠出金」には、環境省における国際エネルギー機関等拠出金等の支出額を計上している。 

・「国有資産所在市町村交付金」には、国有資産所在市町村交付金を計上している。 

・「一般会計への繰入」には、環境省における「退職職員に支給する退職手当支給の財源に充てるた

めの特別会計からする一般会計への繰入に関する法律」第１条の規定に基づく一般会計への繰入

額を計上している。 

・「エネルギー対策特別会計への繰入」には、本会計年度において、ＧＸ推進法附則 3 条 2 項の規定

に基づく一般会計からエネルギー対策特別会計への繰入額を計上している。 

・「労働保険特別会計への繰入」には、環境省における労働保険特別会計に要する費用の財源に充て

るため、労働保険特別会計への繰入額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、環境省において一般会計、特別会計における決算書の使途別分類が「物件

費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目で計上されていないものであって資産計上

されていないものを計上している。 

・「有価証券の取得による支出」には、独立行政法人環境再生保全機構及び中間貯蔵・環境安全事業

株式会社（環境安全事業勘定）における有価証券の取得に係る支出を計上している。 

・「その他の支出」には、上記以外の業務活動に伴う支出を計上している（但し、施設整備支出を除

く。）。 

・「土地に係る支出」には、環境省における土地の取得に係る支出を計上している。 

・「立木竹に係る支出」には、環境省における立木竹の取得に係る支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、環境省における建物の取得に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、環境省における工作物の取得に係る支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、環境省における会計年度末に未完成の工事等に係る支出を計上し

ている。 

・「独立行政法人等における固定資産取得支出」には、連結対象法人における固定資産の取得に係る

支出額を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「リース債務の返済による支出」には、国立研究開発法人国立環境研究所及び独立行政法人環境再

生保全機構におけるリース債務の返済支出を計上している。 

・「利息の支払額」には、国立研究開発法人国立環境研究所及び独立行政法人環境再生保全機構にお

けるリース債務に係る利子支払額を計上している。 

・「民間出えん金等による収入」には、独立行政法人環境再生保全機構における民間出えん金の受入

による収入額を計上している。 

・「その他の財務収支」には、本会計年度において、国立研究開発法人国立環境研究所における保険



 

 

金収入額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。  

・「翌年度歳入繰入等」には、「本年度収支」を計上している。  

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入等」を計上している。計上している額は、連

結貸借対照表の「現金・預金」と一致する。 

 その他省庁別連結財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 環境省と連結対象法人間及び連結対象法人間の債権債務等について相殺消去を行っている。 

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

③ 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 



 

 

附属明細書 

 

１ 連結対象法人別の資産及び負債の明細 

 

※「破産更生債権等」には連結対象法人における破産更生債権等を計上している。なお、環境省の貸倒引当金の対象債権については、

環境省省庁別財務書類の「貸倒引当金の明細」に表示している。 

 

 

 

 

(単位：百万円)

環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

＜資産の部＞

現金・預金 418,226 11,405 84,792 85,404 9,513 191,115

売掛金 - - 550 241 - 792

有価証券 - - 232,349 125,631 - 357,980

たな卸資産 - 193 - 973 - 1,167

未収金 2,861 301 429 5,101 0 5,832

未収収益 - - 219 - - 219

前払金 13,335 - - - 0 0

前払費用 36 147 53 28 19 248

破産更生債権等　　 ※ - - 170 - - 170

その他の債権等 575 254 65 - - 319

　貸倒引当金　　　 ※ △ 1,580 - △ 155 - - △ 155

有形固定資産 653,426 30,627 357 0 424 31,410

国有財産等（公共用財
産を除く）

647,430 26,129 95 0 179 26,405

土地 491,478 12,541 - 0 - 12,541

立木竹 11,598 - - - - -

建物 49,763 10,005 - 0 - 10,005

工作物 73,368 915 30 0 143 1,089

船舶 7 5 - - - 5

建設仮勘定 21,215 2,660 65 - 36 2,762

物品等 5,995 4,497 262 0 244 5,005

無形固定資産 2,348 158 174 - 150 484

出資金 208,316 - - - - -

その他の投資等 - 2 180 - 118 301

資産合計 1,297,547 43,089 319,188 217,381 10,229 589,889

＜負債の部＞

未払金 139 6,597 1,720 5,246 5,293 18,858

未払費用 - - 795 - - 795

保管金等 - 130 131,070 - - 131,201

前受金 - 895 - 2,109 - 3,004

賞与引当金 2,098 365 132 157 133 789

ＰＣＢ基金預り金 - - 108 - - 108

退職給付引当金 20,247 1,503 763 854 303 3,424

他会計繰入未済金 267 - - - - -

その他の債務等 10 2,055 7,994 99,351 10 109,410

負債合計 22,763 11,546 142,585 107,718 5,740 267,592

＜資産・負債差額の部＞

資産･負債差額 1,274,783 31,542 176,602 109,662 4,488 322,296



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円)

相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 - 609,341

売掛金 - 792

有価証券 - 357,980

たな卸資産 - 1,167

未収金 △ 293 8,400

未収収益 - 219

前払金 - 13,336

前払費用 - 285

破産更生債権等　　 ※ - 170

その他の債権等 - 895

　貸倒引当金　　　 ※ - △ 1,736

有形固定資産 - 684,836

国有財産等（公共用
財産を除く）

- 673,835

土地 - 504,019

立木竹 - 11,598

建物 - 59,768

工作物 - 74,457

船舶 - 12

建設仮勘定 - 23,977

物品等 - 11,000

無形固定資産 - 2,833

出資金 △ 208,316 -

その他の投資等 - 301

資産合計 △ 208,610 1,678,825

＜負債の部＞

未払金 △ 295 18,703

未払費用 - 795

保管金等 - 131,201

前受金 △ 766 2,237

賞与引当金 - 2,887

ＰＣＢ基金預り金 22,376 22,485

退職給付引当金 - 23,672

他会計繰入未済金 - 267

その他の債務等 67,042 176,463

負債合計 88,357 378,713

＜資産・負債差額の部＞

資産･負債差額 △ 296,967 1,300,112



 

 

２ 連結対象法人別の業務費用の明細 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円)

環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

人件費 29,617 5,565 1,453 866 295 8,180

賞与引当金繰入額 2,098 365 132 180 57 736

退職給付引当金繰入額 2,191 186 90 56 22 356

売上原価 - - - 23,804 7,922 31,726

補助金等 306,762 - - - - -

委託費 65,259 7,873 591 - - 8,464

交付金 9,800 - - - - -

分担金 51 - - - - -

拠出金 7,255 - - - - -

独立行政法人運営費交付金 25,822 - - - - -

国有資産所在市町村交付金 0 - - - - -

一般会計への繰入 3 - - - - -

エネルギー対策特別会計への
繰入 310 - - - - -

労働保険特別会計への繰入 233 - - - - -

庁費等 281,836 - - - - -

その他の経費 5,089 5,071 45,422 8,432 269 59,196

減価償却費 13,727 2,770 189 - - 2,960

貸倒引当金繰入額 47 - 1 - - 1

支払利息 - 60 240 - - 301

資産処分損益 164 0 - 9 2 12

減損損失 - - - 904 - 904

本年度業務費用合計 750,275 21,893 48,122 34,253 8,569 112,839

(単位：百万円)

その他の経費内訳 環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

省庁別財務書類でのその他の
経費

5,089 - - - - -

連結対象法人での業務費用 - 4,818 44,117 - - 48,936

連結対象法人での一般管理費 - 253 190 1,033 257 1,734

連結対象法人でのその他の経
費

- 0 1,113 7,398 12 8,525

計 5,089 5,071 45,422 8,432 269 59,196



 

 

 

 

  

(単位：百万円)

相殺消去 連結合計

人件費 - 37,798

賞与引当金繰入額 - 2,834

退職給付引当金繰入額 - 2,547

売上原価 - 31,726

補助金等 △ 3,096 303,666

委託費 △ 10,927 62,797

交付金 △ 6,497 3,303

分担金 - 51

拠出金 - 7,255

独立行政法人運営費交付金 △ 25,822 -

国有資産所在市町村交付金 - 0

一般会計への繰入 - 3

エネルギー対策特別会計への
繰入 - 310

労働保険特別会計への繰入 - 233

庁費等 △ 69 281,767

その他の経費 △ 38 64,247

減価償却費 - 16,687

貸倒引当金繰入額 - 48

支払利息 - 301

資産処分損益 - 176

減損損失 - 904

本年度業務費用合計 △ 46,451 816,663

(単位：百万円)

その他の経費内訳 相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の
経費

- 5,089

連結対象法人での業務費用 832 49,768

連結対象法人での一般管理費 △ 862 872

連結対象法人でのその他の経
費

△ 8 8,517

計 △ 38 64,247



 

 

３ 連結対象法人別の資産・負債差額の増減の明細 

 

 

 

 

  

(単位：百万円)

環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 1,053,747 30,605 177,442 101,923 4,562 314,534

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 750,275 △ 21,893 △ 48,122 △ 34,253 △ 8,569 △ 112,839

Ⅲ　財源 752,332 22,830 47,274 35,842 8,495 114,442

主管の財源 6,007 - - - - -

配賦財源 592,234 - - - - -

自己収入 154,090 - - - - -

独立行政法人等収入 - 22,830 47,274 35,842 8,495 114,442

Ⅳ　無償所管換等 202,706 - - - - -

Ⅴ　資産評価差額 16,272 - - - - -

Ⅵ　その他資産・負債差額の
増減

- - 8 6,150 - 6,158

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 1,274,783 31,542 176,602 109,662 4,488 322,296

(単位：百万円)

相殺消去 連結合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 △ 291,205 1,077,076

Ⅱ　本年度業務費用合計 46,451 △ 816,663

Ⅲ　財源 △ 46,260 820,514

主管の財源 - 6,007

配賦財源 - 592,234

自己収入 △ 17 154,073

独立行政法人等収入 △ 46,242 68,199

Ⅳ　無償所管換等 - 202,706

Ⅴ　資産評価差額 △ 1,258 15,014

Ⅵ　その他資産・負債差額の
増減

△ 4,694 1,463

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 △ 296,967 1,300,112



 

 

４ 連結対象法人別の区分別収支の明細 

 

(単位：百万円)

環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 5,345 - - - - -

配賦財源 592,234 - - - - -

自己収入 355,437 - - - - -

独立行政法人等収入 - 23,220 52,381 32,491 8,496 116,589

貸付金の回収による収入 - - 15 - - 15

有価証券売却等収入 - - 127,100 18,400 - 145,500

その他の投資による収入 - 0 - - - 0

前年度剰余金等受入 208,767 10,734 86,721 82,976 9,759 190,191

財源合計 1,161,785 33,954 266,218 133,868 18,255 452,297

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備支
出を除く）

人件費 △ 33,017 △ 6,050 △ 1,333 △ 1,131 △ 343 △ 8,859

売上原価 - - - △ 25,523 △ 8,005 △ 33,528

補助金等 △ 306,762 - - - - -

委託費 △ 65,259 - - - - -

交付金 △ 9,800 - - - - -

分担金 △ 51 - - - - -

拠出金 △ 7,255 - - - - -

独立行政法人運営費交
付金

△ 25,822 - - - - -

国有資産所在市町村交
付金

△ 0 - - - - -

一般会計への繰入 △ 3 - - - - -

エネルギー対策特別会
計への繰入

△ 43 - - - - -

労働保険特別会計への
繰入

△ 228 - - - - -

出資による支出 △ 6,150 - - - - -

庁費等の支出 △ 277,884 - - - - -

有価証券の取得による
支出

- - △ 132,600 △ 15,000 - △ 147,600

その他の支出 △ 5,084 △ 13,412 △ 47,134 △ 12,269 △ 194 △ 73,011

業務支出（施設整備支出を
除く）合計

△ 737,365 △ 19,463 △ 181,068 △ 53,924 △ 8,543 △ 263,000

(2)　施設整備支出

土地に係る支出 △ 907 - - - - -

立木竹に係る支出 △ 59 - - - - -

建物に係る支出 △ 775 - - - - -

工作物に係る支出 △ 3,693 - - - - -

建設仮勘定に係る支出 △ 757 - - - - -

独立行政法人等におけ
る固定資産取得支出

- △ 2,381 △ 268 △ 690 △ 198 △ 3,538

施設整備支出合計 △ 6,193 △ 2,381 △ 268 △ 690 △ 198 △ 3,538

業務支出合計 △ 743,558 △ 21,844 △ 181,337 △ 54,614 △ 8,741 △ 266,538

業務収支 418,226 12,109 84,880 79,254 9,513 185,759



 

 

 

 

 

(単位：百万円)

相殺消去 連結合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 - 5,345

配賦財源 - 592,234

自己収入 △ 17 355,420

独立行政法人等収入 △ 46,732 69,857

貸付金の回収による収入 - 15

有価証券売却等収入 - 145,500

その他の投資による収入 - 0

前年度剰余金等受入 - 398,959

財源合計 △ 46,750 1,567,332

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備支
出を除く）

人件費 - △ 41,876

売上原価 - △ 33,528

補助金等 3,096 △ 303,666

委託費 10,927 △ 54,332

交付金 6,497 △ 3,303

分担金 - △ 51

拠出金 - △ 7,255

独立行政法人運営費交
付金

25,822 -

国有資産所在市町村交
付金

- △ 0

一般会計への繰入 - △ 3

エネルギー対策特別会
計への繰入

- △ 43

労働保険特別会計への
繰入

- △ 228

出資による支出 6,150 -

庁費等の支出 - △ 277,884

有価証券の取得による
支出

- △ 147,600

その他の支出 406 △ 77,688

業務支出（施設整備支出を
除く）合計

52,900 △ 947,465

(2)　施設整備支出

土地に係る支出 - △ 907

立木竹に係る支出 - △ 59

建物に係る支出 - △ 775

工作物に係る支出 - △ 3,693

建設仮勘定に係る支出 - △ 757

独立行政法人等におけ
る固定資産取得支出

- △ 3,538

施設整備支出合計 - △ 9,731

業務支出合計 52,900 △ 957,197

業務収支 6,150 610,135



 

 

 

 

 

 

(単位：百万円)

環境省
国立研究開発
法人国立環境

研究所

独立行政法人
環境再生保全

機構

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（環境
安全事業勘

定）

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社（中間
貯蔵事業勘

定）

連結対象法人
合計

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支
出

- △ 694 △ 95 - - △ 790

利息の支払額 - △ 58 △ 1 - - △ 60

自省庁からの出資による収
入

- - - 6,150 - 6,150

民間出えん金等による収入 - - 8 - - 8

その他の財務収支 - 48 - - - 48

財務収支 - △ 704 △ 88 6,150 - 5,356

本年度収支 418,226 11,405 84,792 85,404 9,513 191,115

翌年度歳入繰入等 418,226 11,405 84,792 85,404 9,513 191,115

本年度末現金・預金残高 418,226 11,405 84,792 85,404 9,513 191,115

(単位：百万円)

相殺消去 連結合計

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支
出

- △ 790

利息の支払額 - △ 60

自省庁からの出資による収
入

△ 6,150 -

民間出えん金等による収入 - 8

その他の財務収支 - 48

財務収支 △ 6,150 △ 793

本年度収支 - 609,341

翌年度歳入繰入等 - 609,341

本年度末現金・預金残高 - 609,341


